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労働条件明示規制の改正の概要 

 

2024 年 3 月 13 日 

One Asia Lawyers 東京事務所 

弁護士 松宮浩典 

 

 

2023年 5月号「労働条件明示の制度改正の概要」で取り上げた労働条件明示事項の

改正が 4 月 1 日より施行されます（以下「本改正」といいます）。 

今月のニューズレターでは、2023 年 10 月 12 日に公表された「労働基準法施行規

則及び労働時間等の設定の改善に関する特別措置法施行規則の一部を改正する省令等

の施行等について（無期転換ルール・労働契約関係の明確化等）1」ついて解説いた

します（以下「本通達」といいます）。 

 

１  概要 

 

本通達は、本改正に関連して、具体的な取扱い等のうち、無期転換ルール・労働契

約関係の明確化等について通知するものです。 

なお、本改正における概要は、次のとおりです。 

 

 対象 明示のタイミング 新しく追加される明示事項 

1 すべての労働者 労働契約の締結時と有期労

働契約の更新時 

就業の場所及び従事すべき業

務の変更の範囲 

2 有期契約労働者 有期労働契約の締結時と更

新時 

更新上限の有無と内容 

3 無期転換ルールに基づく無

期転換申込権が発生する契

約の更新時 

無期転換申込機会、無期転換

後の労働条件 

＋無期転換後の労働条件を決

定するに当たり、他の正社員

等とのバランスを考慮した事

項の説明に努めること 

 

２ 就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲  

 

本改正により、すべての労働契約の締結及び有期労働契約の更新のタイミングごと

に、「就業の場所及び従事すべき業務」に加え、「就業の場所及び従事すべき業務の

 
1 厚生労働省「労働基準法施行規則及び労働時間等の設定の改善に関する特別措置法施行規則の一部を

改正する省令等の施行等について（無期転換ルール・労働契約関係の明確化等）」 
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変更の範囲」を明示する必要があります（改正労働基準法施行規則2第 5 条 1 項 1 号

の 3）。 

具体的に「就業の場所及び従事すべき業務」とは、労働者が通常就業することが想

定されている就業の場所及び労働者が通常従事することが想定されている業務をいい、

配置転換及び在籍型出向が命じられた場合の当該配置転換及び在籍型出向先の場所及

び業務が含まれます。ただし、臨時的な他部門への応援業務や出張、研修等、就業の

場所及び従事すべき業務が一時的に変更される場合の当該一時的な変更先の場所及び

業務は含まないとされています。 

また、「変更の範囲」とは、今後の見込みも含め、当該労働契約の期間中における

就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲をいい、労働者のキャリアパスを明らか

にする等の観点から明示が求められています3。 

さらに、労働者がテレワークを行うことが通常想定されている場合には、テレワー

クを行う場所が就業の場所の変更の範囲に含まれることに留意する必要があります。 

 

３ 通算契約期間又は有期労働契約の更新回数の上限 

 

本改正により、有期労働契約の締結及び契約更新のタイミングごとに、「更新上限

の有無（有期労働契約の通算契約期間又は更新回数の上限）と内容」を明示する必要

があります（改正労働基準法施行規則第 5 条 1 項 1 号の 2）。 

「更新上限の有無と内容」は、労働者及び使用者間における認識が一致するような

明示であれば問題ないとしつつ、労働者及び使用者間での混乱を避ける観点から、契

約の当初から数えた更新回数又は通算契約期間の上限を明示し、その上で、現在が何

回目の更新契約であるか等を併せて示すことが考えられるとされています4。 

 

４ 無期転換申込みに関する事項及び無期転換後の労働条件 

 

本改正により、使用者は、その契約期間内に無期転換申込権が発生する有期労働契

約の締結の場合には、「無期転換申込みに関する事項及び無期転換後の労働条件」を

明示しなければなりません（改正労働基準法施行規則第 5 条 5 項）。 

「無期転換申込みに関する事項」とは、労働契約法第 18 条に規定する無期転換ル

ールに基づき、当該有期労働契約の契約期間の初日から満了する日までの間に有期契

約労働者が無期労働契約への転換を申し込むことができる権利を有することをいうも

のであるとされています。 

 
2 改正労働基準法施行規則 

3 厚生労働省「令和 5 年改正労働基準法施行規則等に係る労働条件明示等に関する Q&A」2.1 

4 厚生労働省「令和 5 年改正労働基準法施行規則等に係る労働条件明示等に関する Q&A」3.1 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322M40000100023_20240401_505M60000100068&keyword=%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%9F%BA%E6%BA%96%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E8%A6%8F%E5%89%87
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001156119.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001156119.pdf
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また、「無期転換後の労働条件の明示」は、①無期転換申込権が生じる有期労働契

約の更新時、及び②労働者による無期転換申込権の行使による無期労働契約の成立時

のそれぞれで明示する必要があります。 

ただし、①の時点で、改正労働基準法施行規則第 5 条 5 項に基づいて、明示すべき

労働条件を事項ごとにその内容を示す方法で行っており、かつ、②で成立する無期労

働契約の労働条件のうち、同条第 1 項に基づき明示すべき事項が全て同じである場合

には、②の時点で、全ての事項が同じであることを書面の交付する方法により明示す

ることで対応することも可能であるとされています。 

なお、無期転換後の労働条件は書面の交付等により明示しなければならず、明示す

る労働条件は、労働契約締結時の明示事項と同様になります（改正労働基準法施行規

則第 5 条 6 項）。 

以上 

 

--------------------------------------------------------------------------------  

本記事に関するご照会は以下までお願い致します。  

弁護士 松宮浩典 

hironori.matsumiya@oneasia.legal 

 

 

松宮浩典 

弁護士法人 One Asia 東京オフィス パートナー弁護士 

外資系法律事務所において日本国内外の投資ファンドを代理し

て不動産を中心とするファイナンス業務に携わった後、日系の

法律事務所において企業間の紛争解決、Ｍ＆Ａをはじめとする

企業法務全般に携わる。 

現在は、日本国内及びアジア・クロスボーダーのＭ＆Ａ、オフ

ィスビル、倉庫、ホテル等の大型不動産の取得及び売却に係る

ファイナンス業務や企業間の紛争解決を主たる業務としつつ、

多数の企業の法律顧問又は社外監査役を務め、コーポレート・

ガバナンス関連業務も担うなど、企業関連の法律業務全般に精

通。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的なリ

ーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One Asia 

Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国の法律

のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクティカルで、シームレスなリーガルサー

ビスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legal または info@oneasia.legal 

までお願いします。 

mailto:hironori.matsumiya@oneasia.legal
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なお、本ニューズレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ・メ

ンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解

であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的情報としての性質上、法令の条

文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題については、必ず

各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 


